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議案第  71  号 

 

平成２２年度生駒市一般会計補正予算（第３回） 

 

平成２２年度生駒市の一般会計の補正予算（第３回）は、次に定めるところに

よる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１２５，６１０千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３３，１２２，５３４千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳

入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 （繰越明許費） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定により

翌年度に繰り越して使用することができる経費は、「第２表繰越明許費」による。 

 （地方債の補正） 

第３条 地方債の追加は、「第３表地方債補正」による。 

 

平成２２年１２月７日提出 

                       生駒市長 山 下  真 
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第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳 入
［単位　千円］

款 項 補正前の額 補  正  額     計    

12 分担金及び負担金       294,401         2,500       296,901

 1 負担金       294,401         2,500       296,901

13 使用料及び手数料       592,564        17,634       610,198

 1 使用料       485,244        17,634       502,878

14 国庫支出金     3,769,098        80,249     3,849,347

 1 国庫負担金     3,436,373        57,750     3,494,123

 2 国庫補助金       288,791        22,499       311,290

19 繰越金       242,760         7,327       250,087

 1 繰越金       242,760         7,327       250,087

21 市債     2,551,300        17,900     2,569,200

 1 市債     2,551,300        17,900     2,569,200

歳     入     合     計    32,996,924       125,610    33,122,534
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歳 出
［単位　千円］

款 項 補正前の額 補  正  額     計    

 1 議会費       345,909          -704       345,205

 1 議会費       345,909          -704       345,205

 2 総務費     4,428,761        -2,501     4,426,260

 1 総務管理費     3,496,054        -9,887     3,486,167

 2 徴税費       526,149         3,732       529,881

 3 戸籍住民基本台帳費       210,750         4,226       214,976

 4 選挙費       104,575          -307       104,268

 6 監査委員費        40,188          -265        39,923

 3 民生費    11,003,100       120,324    11,123,424

 1 社会福祉費     4,077,390        25,141     4,102,531

 2 児童福祉費     5,180,341        15,240     5,195,581

 3 生活保護費     1,253,684        79,943     1,333,627

 4 衛生費     3,395,345           -35     3,395,310

 1 保健衛生費     1,198,456        -6,166     1,192,290

 2 清掃費     2,196,889         6,131     2,203,020

 5 産業経済費       325,731          -505       325,226

 1 農業費       141,959         4,251       146,210

 2 商工費       183,772        -4,756       179,016
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［単位　千円］

款 項 補正前の額 補  正  額     計    

 6 土木費     3,305,783         1,497     3,307,280

 1 土木管理費       285,111        -4,077       281,034

 2 道路橋梁及び河川費       749,956        14,771       764,727

 3 都市計画費     1,398,464       -10,338     1,388,126

 4 住宅費        73,558         1,141        74,699

 7 消防費     1,356,587       -13,202     1,343,385

 1 消防費     1,356,587       -13,202     1,343,385

 8 教育費     4,177,151        20,736     4,197,887

 1 教育総務費       229,924         1,797       231,721

 2 小学校費       507,728        42,000       549,728

 4 幼稚園費       862,106        -9,789       852,317

 5 社会教育費     1,098,793         1,200     1,099,993

 6 保健体育費     1,200,392       -14,472     1,185,920

歳     出     合     計    32,996,924       125,610    33,122,534
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議案第  72  号 

 

平成２２年度生駒市国民健康保険特別会計補正予算（第３回） 

 

平成２２年度生駒市の国民健康保険特別会計の補正予算（第３回）は、次に定

めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１３０，４１０千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１０，４０５，９７４千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳

入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 

平成２２年１２月７日提出 

                       生駒市長 山 下  真 
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議案第  73  号 

 

平成２２年度生駒市下水道事業特別会計補正予算（第１回） 

 

平成２２年度生駒市の下水道事業特別会計の補正予算（第１回）は、次に定め

るところによる。 

 （繰越明許費） 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定により

翌年度に繰り越して使用することができる経費は、「第１表繰越明許費」による。 

  

平成２２年１２月７日提出 

                       生駒市長 山 下  真 
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[単位　千円]

第　１　表　繰　越　明　許　費

項

公 共 下 水 道 管 渠 整 備 事 業

款 金　　額事　業　名

下 水 道 費 下 水 道 費 ２５０，０００
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議案第 74 号 

 

生駒市議会の議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例 

及び生駒市議会の議員の定数を定める条例の一部を改正する条例の 

制定について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第７４条第１項の規定により、生駒市

議会の議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例及び生駒市議会の議

員の定数を定める条例の改正の請求を平成２２年１１月１９日に受理したので、

同条第３項の規定により、別紙の意見を付けてこれを付議する。 

 

平成２２年１２月７日 

                       生駒市長 山 下  真 

 

生駒市議会の議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例及び生

駒市議会の議員の定数を定める条例の一部を改正する条例 

（生駒市議会の議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部改

正） 

第１条 生駒市議会の議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例（平

成２０年９月生駒市条例第２８号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１号中「７００，０００円」を「４９０，０００円」に改め、同条

第２号中「６２５，０００円」を「４３７，５００円」に改め、同条第３号中

「５７０，０００円」を「３９９，０００円」に改める。 

（生駒市議会の議員の定数を定める条例の一部改正） 

第２条 生駒市議会の議員の定数を定める条例（平成１３年６月生駒市条例第１
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８号）の一部を次のように改正する。 

本則中「２４人」を「１８人」に改める。 

附 則 

この条例中第１条の規定は平成２３年４月１日から、第２条の規定は同日以後

初めてその期日を告示される一般選挙から施行する。 
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別紙 

 

意   見   書 

 

地方自治法第７４条第１項の規定による生駒市議会の議員の議員報酬、費用弁

償及び期末手当に関する条例及び生駒市議会の議員の定数を定める条例の改正の

請求に対する同条第３項の意見は、次のとおりであります。 

 

今回の条例改正請求につきましては、法律上必要とされる有効署名数を大きく

上回る６，７９６人の連署をもってなされたもので、市民が市政や行財政改革に

関心を持ち、積極的に意思を示したものであり、その思いは真摯に受け止めるべ

きであると考えます。 

 

１ 生駒市議会の議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の改正に

ついて 

昭和４６年の市制施行以降、議員報酬に関しては１４回にわたる引上げが行

われておりますが、これまで引き下げられたことはなく、最後の引上げが行わ

れた平成８年以降、自治体の行政と財政を取り巻く環境は大きく変化しており

ます。 

このような状況の中、市議会議員を含む特別職の報酬等について、その見直

しが必要であると考え、平成２２年１０月１３日に市長及び副市長の給料並び

に議員報酬の適正な額について、生駒市特別職報酬等審議会に諮問を行い、同

年１１月２４日に答申を受けたものであります。 

議員報酬については、審議会答申で指摘されているように、バブル経済崩壊

とその後の経済の停滞に伴い市民が共通に受けている所得減少と公共サービス
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の再編成という痛みにきちんと対応し、行財政改革への共感に結びつき得るよ

うな「市民感情に即した見直し」をすることが必要であると考えております。 

こうした観点から、議員報酬を引き下げることは必要であると考えますが、

以下の理由から報酬額を３０％引き下げるという請求内容には賛同することは

できません。 

すなわち、地方分権改革の進展が期待される中、市議会の行政監視及び政策

提案の機能は今後さらに強化されなければなりません。そのためには、そのよ

うな意欲と能力と時間を有する市民が市議会議員となることが何より肝腎であ

り、そうした有為な人材が現在の職業を辞めてでも市議会議員に立候補しよう

と決断できるようにするためには妥当な報酬額を確保する必要があります。こ

のことによって、年齢、性別、前職等の点でバランスの取れた市議会議員の構

成を確保することができ、真に市民のあらゆる層を代表する市議会たり得るも

のと考えます。こうしたことから、議員報酬については、審議会答申で指摘さ

れているように「生活給的所得保障と職務に対応する報酬という性格」に伴う

妥当な水準の確保が必要となります。 

そこで、審議会答申にあるように、類似団体のうちから本市に近似した地方

公共団体の議員報酬の水準、民間企業の平均給与の減少率（１１．９％）、家

計の消費支出の減少率（１２．２％）及び本市職員のうち管理職の給与の減少

率（１０．６％）などを総合的に考慮し、審議会答申どおり１２％の削減を行

うことが適当であると考えます。 

 

２ 生駒市議会の議員の定数を定める条例の改正について 

現在の議員定数は、地方自治法で定められた上限３４人に対し、２４人とさ

れ、市制施行前の昭和３４年から維持されておりますが、平成２１年１１月に

生駒市行政改革推進委員会から提出された「議員及び特別職報酬等の適正化に
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向けた提言」では、類似団体や同程度の人口規模の地方公共団体において、本

市より議員定数の少ない都市が一定数存在すること、また、間接民主制を補完

するため、市民主権や市民の参画と協働を推進する環境が整備されつつあるこ

となどを総合的に判断し、２４人から２０人程度に削減すべきとの意見をいた

だいております。 

今回の議員定数を２４人から１８人とする請求内容は、この提言を更に２人

上回る削減を求めるものとなっておりますが、①現在４つある常任委員会を３

つに再編し各委員会の所管事項を増やすことで、委員会の定数を６人としたま

までの委員会審議が可能であること、②現在の市議会議員が当選して以降今日

までの市議会本会議における一般質問者は平均して１５人程度であること等か

ら、議員定数が１８人となっても議会審議に大きな影響があるとは思われず、

一方で、③奈良県内の１２の市で過去４年間に議員定数の削減が行われていな

いのは本市を含む４市のみであり、地方自治法の上限から１４人少なくしてい

る市もあること、④本市の正規職員数は平成２６年４月までに８００人以下に

削減する予定であり、平成１３年４月にピークを迎えた１，０２５人と比較す

ると約２２％の削減となること、⑤本市の農業委員会の選挙による委員の定数

も市制施行前の昭和３２年に定められた２０人を平成２１年６月に、この間の

農家数や耕地面積の減少等を考慮して１０人に半減させていること等を総合的

に考慮し、議員定数を２４人から１８人とする請求内容に賛成するものであり

ます。 
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議案第 75 号 

 

生駒市住民基本台帳カード利用条例の制定について 

 

上記の議案を提出する。 

 

平成２２年１２月７日 

                       生駒市長 山 下  真 

 

生駒市住民基本台帳カード利用条例 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号。以下「法」と

いう｡)第３０条の４４第８項の規定に基づき、住民基本台帳カードの利用目

的、利用手続等に関し必要な事項を定めるものとする。 

（利用目的） 

第２条 法第３０条の４４第８項の条例に規定する目的は、次に掲げるサービス

を市民に提供することとする。 

(1) 多機能端末機（市の電子計算機と電気通信回線で接続された民間事業者

が設置する端末機で、住民基本台帳カードを利用することにより自動的に証

明書等を交付するものをいう｡)により住民票の写し及び印鑑登録証明書を交

付するサービス 

(2) 窓口専用端末機（住民基本台帳カードを利用することにより証明書等の

交付を申請することができる端末機をいう｡)により住民票の写し及び印鑑登

録証明書の交付の申請を受け付けるサービス 

（利用手続等） 
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第３条 住民基本台帳カードを利用して前条各号に掲げるサービスの全部又は一

部を受けようとする者は、規則で定めるところにより、市長に申請しなければ

ならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その者の住民基本台帳カー

ドに、当該申請に係るサービスを受けるために必要な情報等を記録するものと

する。 

３ 第１項の規定にかかわらず、次に掲げる者は、前条各号に掲げるサービスを

受けることができない。 

(1) １５歳未満の者 

(2) 成年被後見人 

（委任） 

第４条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２３年４月１日から施行する。ただし、第３条及び附則第

３項（生駒市手数料条例（平成１２年３月生駒市条例第８号）附則に１項を加

える改正規定に限る｡)の規定は、平成２３年２月１日から施行する。 

（生駒市印鑑条例の一部改正） 

２ 生駒市印鑑条例（平成２年１０月生駒市条例第１７号）の一部を次のように

改正する。 

  第７条に次の１項を加える。 

４  第１項の規定にかかわらず、市長は、生駒市住民基本台帳カード利用条例

（平成２２年１２月生駒市条例第  号）第３条第２項の規定により住民基

本台帳カードに必要な情報等の記録を行う場合において、当該住民基本台帳

カードを所持する者から印鑑登録証の交付を要しない旨の申出があったとき
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は、印鑑登録証の交付を行わないことができる。 

第１５条に次の１項を加える。 

２ 前項の規定にかかわらず、生駒市住民基本台帳カード利用条例第３条第２

項の規定により住民基本台帳カードに必要な情報等の記録を受けた登録者

は、多機能端末機（同条例第２条第１号に規定する多機能端末機をいう｡)又

は窓口専用端末機（同条第２号に規定する窓口専用端末機をいう｡)を利用し

て、前条第２項の印鑑登録証明書の交付を申請することができる。 

第１６条中「第１５条」を「前条第１項」に改める。 

（生駒市手数料条例の一部改正） 

３ 生駒市手数料条例の一部を次のように改正する。 

  附則に次の１項を加える。 

（手数料の特例） 

５ 平成２３年２月１日から同年９月３０日までの間に限り、別表第１の１８

の２の項及び１８の３の項に規定する手数料は、これらの項の規定にかかわ

らず、無料とする。 

別表第１の１６の項中「２００円」の次に「（多機能端末機（市の電子計算

機と電気通信回線で接続された民間事業者が設置する端末機で、住民基本台帳

カードを利用することにより自動的に証明書等を交付するものをいう。以下同

じ｡)又は窓口専用端末機（住民基本台帳カードを利用することにより証明書等

の交付を申請することができる端末機をいう。以下同じ｡)による申請に基づく

交付にあっては、１通につき１５０円）」を加え、同表の２０の項中「２００

円」の次に「（多機能端末機又は窓口専用端末機による申請に基づく交付にあ

っては、１枚につき１５０円）」を加える。 
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議案第 76 号 

 

生駒市特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例等の一部を改 

正する条例の制定について 

 

上記の議案を提出する。 

 

平成２２年１２月７日 

                       生駒市長 山 下  真 

 

生駒市特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例等の一部を改正する

条例 

（生駒市特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例の一部改正） 

第１条 生駒市特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例（昭和３１年１１

月生駒市条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

附則第９項を次のように改める。 

９ 平成２３年４月１日から平成２６年２月２日までの間に任期満了し、又は

退職した市長又は副市長に支給する退職手当の額は、別表第２の規定にかか

わらず、同表の規定による退職手当の額から、その額に１００分の２５を乗

じて得た額を減じた額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を

切り捨てた額）とする。 

別表第１中「１，０６０，０００円」を「９５４，０００円」に、「８８０

，０００円」を「７９２，０００円」に改める。 

（生駒市教育委員会教育長の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する条例の

一部改正） 
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第２条 生駒市教育委員会教育長の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する条

例（昭和３５年９月生駒市条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１項中「７５０，０００円」を「７０５，０００円」に改める。 

附則第５項を次のように改める。 

５ 平成２３年４月１日から平成２６年２月２日までの間に任期満了し、又は

退職した教育長に支給する退職手当の額は、第２条第６項の規定にかかわら

ず、同項の規定による退職手当の額から、その額に１００分の２５を乗じて

得た額を減じた額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り

捨てた額）とする。 

附則第７項を削る。 

（生駒市議会の議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部改

正） 

第３条 生駒市議会の議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例（平

成２０年９月生駒市条例第２８号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１号中「７００，０００円」を「６１６，０００円」に改め、同条

第２号中「６２５，０００円」を「５５０，０００円」に改め、同条第３号中

「５７０，０００円」を「５０２，０００円」に改める。 

附則第５項を削る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２３年４月１日から施行する。 

（委任） 

２ この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 
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議案第 77 号 

 

生駒市手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

 

上記の議案を提出する。 

 

平成２２年１２月７日 

                       生駒市長 山 下  真 

 

生駒市手数料条例の一部を改正する条例 

生駒市手数料条例（平成１２年３月生駒市条例第８号）の一部を次のように改

正する。 

別表第３の２の項の(2)中「５８０，０００円」を「５３０，０００円」に、

「９００，０００円」を「８２０，０００円」に、「１，０９０，０００円」を

「９９０，０００円」に、「１，２１０，０００円」を「１，１００，０００円

」に、「１，５４０，０００円」を「１，４００，０００円」に、「１，８００

，０００円」を「１，６４０，０００円」に、「４，２３０，０００円」を「３

，８５０，０００円」に、「５，５９０，０００円」を「５，０９０，０００円

」に、「６，９１０，０００円」を「６，２９０，０００円」に、「１，２３０

，０００円」を「１，１２０，０００円」に、「１，４６０，０００円」を「１

，３３０，０００円」に、「１，６３０，０００円」を「１，４８０，０００円

」に、「２，０１０，０００円」を「１，８３０，０００円」に、「２，３３０

，０００円」を「２，１２０，０００円」に、「４，７６０，０００円」を「４

，３３０，０００円」に、「６，１２０，０００円」を「５，５７０，０００円

」に、「７，４４０，０００円」を「６，７７０，０００円」に、「６，３２０
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，０００円」を「５，７５０，０００円」に、「７，９７０，０００円」を「７

，２５０，０００円」に、「１１，８００，０００円」を「１０，７００，００

０円」に改め、同表の６の項の(1)中「４５０，０００円」を「４１０，０００

円」に、「５９０，０００円」を「５４０，０００円」に、「７７０，０００円

」を「７００，０００円」に、「１，０１０，０００円」を「９２０，０００円

」に、「１，１４０，０００円」を「１，０４０，０００円」に、「１，７６０

，０００円」を「１，６００，０００円」に、「２，０００，０００円」を「１

，８２０，０００円」に、「２，２３０，０００円」を「２，０３０，０００円

」に、「５４０，０００円」を「４９０，０００円」に、「６９０，０００円」

を「６３０，０００円」に、「１，０４０，０００円」を「９５０，０００円」

に、「１，４４０，０００円」を「１，３１０，０００円」に、「１，８１０，

０００円」を「１，６５０，０００円」に、「３，４９０，０００円」を「３，

１８０，０００円」に、「４，２８０，０００円」を「３，８９０，０００円」

に、「４，８９０，０００円」を「４，４５０，０００円」に、「１０，０００

，０００円」を「９，１００，０００円」に、「１３，６００，０００円」を「

１２，４００，０００円」に、「１８，７００，０００円」を「１７，０００，

０００円」に改め、同表の７の項中「３４０，０００円」を「３１０，０００円

」に、「４５０，０００円」を「４１０，０００円」に、「７９０，０００円」

を「７２０，０００円」に、「１，０１０，０００円」を「９２０，０００円」

に、「１，２７０，０００円」を「１，１６０，０００円」に、「３，１１０，

０００円」を「２，８３０，０００円」に、「３，８１０，０００円」を「３，

４７０，０００円」に、「４，４００，０００円」を「４，０００，０００円」

に、「２，９２０，０００円」を「２，６６０，０００円」に、「３，５００，

０００円」を「３，１９０，０００円」に、「５，２６０，０００円」を「４，

７９０，０００円」に改める。 
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附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第 78 号 

 

生駒市立親和公園会館条例を廃止する条例の制定について 

 

上記の議案を提出する。 

 

平成２２年１２月７日 

                       生駒市長 山 下  真 

 

生駒市立親和公園会館条例を廃止する条例 

生駒市立親和公園会館条例（昭和５７年７月生駒市条例第１９号）は、廃止す

る。 

附 則 

 この条例は、平成２３年４月１日から施行する。 
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議案第 79 号 

 

生駒市小平尾南共同作業所設置条例を廃止する条例の制定について 

 

上記の議案を提出する。 

 

平成２２年１２月７日 

                       生駒市長 山 下  真 

 

生駒市小平尾南共同作業所設置条例を廃止する条例 

生駒市小平尾南共同作業所設置条例（昭和４８年１０月生駒市条例第３０号）

は、廃止する。 

附 則 

 この条例は、平成２３年４月１日から施行する。 

 

-47-



議案第 80 号 

 

生駒市景観条例の制定について 

 

上記の議案を提出する。 

 

平成２２年１２月７日 

                       生駒市長 山 下  真 

 

生駒市景観条例 

（目的） 

第１条 この条例は、良好な景観の形成について、市、市民及び事業者の責務を

明らかにするとともに、景観法（平成１６年法律第１１０号。以下「法」とい

う｡)の規定に基づく景観計画の策定、行為の規制等に関し必要な事項を定める

ことにより、美しく潤いのある豊かな街並みを形成し、もって自然と都市が調

和した景観の実現に資することを目的とする。 

（市の責務） 

第２条 市は、良好な景観の形成に関する総合的かつ先導的な施策を策定し、及

び実施する責務を有する。 

２ 市は、地域の特性に応じた良好な景観の形成に配慮して、公共事業を実施す

る責務を有する。 

３ 市は、良好な景観の形成に関する市民、事業者及び民間団体（市内において

良好な景観の形成を図るための活動を行う民間の団体をいう。以下同じ｡)の主

体的かつ積極的な取組が促進されるよう必要な措置を講ずる責務を有する。 

（市民の責務） 
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第３条 市民は、良好な景観の形成に関する理解を深め、良好な景観の形成に積

極的な役割を果たすよう努めるとともに、市が実施する良好な景観の形成に関

する施策に協力しなければならない。 

（事業者の責務） 

第４条 事業者は、土地の利用等の事業活動に関し、良好な景観の形成に自ら努

めるとともに、地域のまちづくり及び地域間の交流の担い手として、市が実施

する良好な景観の形成に関する施策に協力しなければならない。 

（景観計画） 

第５条 市長は、市内の良好な景観の形成を総合的かつ先導的に推進するため、

景観計画（法第８条第１項に規定する景観計画をいう。以下同じ｡)を策定する

ものとする。 

２ 市長は、景観計画の区域内において、特に重点的に良好な景観の形成の推進

に取り組む必要がある区域（以下「重点景観形成区域」という｡)を定めること

ができる。 

３ 重点景観形成区域における法第８条第２項第３号に規定する良好な景観の形

成のための行為の制限に関する事項は、重点景観形成区域ごとに定めることが

できる。 

（策定の手続） 

第６条 市長は、景観計画を定めようとするときは、生駒市景観審議会の意見を

聴かなければならない。 

２ 前項の規定は、景観計画の変更（規則で定める軽微な変更を除く｡)について

準用する。 

（計画提案を踏まえた景観計画の策定等をしない場合の手続） 

第７条 市長は、法第１４条第１項の規定による通知をしようとするときは、あ

らかじめ、生駒市景観審議会の意見を聴かなければならない。 
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（届出を要する行為等） 

第８条 法第１６条第１項第４号の条例で定める行為は、次に掲げる行為とす

る。 

(1) 土地の開墾、土石の採取、鉱物の掘採その他の土地の形質の変更 

(2) 屋外における土石、廃棄物（廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和

４５年法律第１３７号）第２条第１項に規定する廃棄物をいう。以下同

じ｡)、再生資源（資源の有効な利用の促進に関する法律（平成３年法律第４

８号）第２条第４項に規定する再生資源をいう。以下同じ｡)その他の物件の

堆積 

２ 法第１６条第１項第４号に掲げる行為に係る同項の規定による届出は、同項

に規定する事項を記載した届出書を提出して行うものとする。 

３ 前項の届出書には、規則で定める図書を添付しなければならない。 

４ 法第１６条第１項第４号に掲げる行為に係る同項の規定により届け出なけれ

ばならない事項は、行為をしようとする者の氏名及び住所（法人その他の団体

にあっては、その名称及び主たる事務所の所在地）並びに行為の完了予定日と

する。 

５ 法第１６条第１項第４号に掲げる行為に係る同条第２項の規定により届け出

なければならない事項は、設計又は施行方法のうち、その変更により同条第１

項の届出に係る行為が同条第７項各号に掲げる行為に該当することとなるもの

以外のものとする。 

６ 景観法施行規則（平成１６年国土交通省令第１００号）第１条第２項第４号

の条例で定める図書は、法第８条第３項第２号の規定により景観計画に定める

基準（以下「景観形成基準」という｡)への適合に関する事項を記載した書類そ

の他規則で定める図書とする。 

７ 法第１６条第７項第１１号の条例で定める行為は、次に掲げる行為とする。 
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(1) 規則で定める仮設の建築物（建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）

第２条第１号に規定する建築物をいう。以下同じ｡)の新築、増築、改築若し

くは移転、外観を変更することとなる修繕若しくは模様替又は色彩の変更 

(2) 農業又は林業を営むために行う土地の形質の変更 

(3) 屋外における土石、廃棄物、再生資源その他の物件の堆積で、次に掲げ

るもの 

ア 農業又は林業を営むために行うもの 

イ 堆積の期間が３０日を超えて継続しないもの 

(4) 他の法令又は条例の規定により、許可若しくは認可を受け、又は届出若

しくは協議をして行う行為のうち、良好な景観の形成のための措置が講ぜら

れるものとして規則で定めるもの 

(5) 法第１６条第１項各号に規定する届出を要する行為（同項第２号に掲げ

る行為にあっては、規則で定める工作物（建築物を除く。以下同じ｡)に係る

行為に限る｡)で、規則で定める規模以下のもの 

(6) 前号に規定する規則で定める工作物以外の工作物に係る行為 

８ 前項第５号に規定する規則で定める工作物及び規則で定める規模は、重点景

観形成区域ごとに定めることができる。 

（届出を要する行為に係る事前の助言） 

第９条 法第１６条第１項の規定による届出をしようとする者は、あらかじめ、

その内容について、規則で定めるところにより、市長に必要な助言を求めるこ

とができる。 

２ 市長は、前項の規定により助言を求められたときは、生駒市景観審議会に意

見を聴くことができる。 

（勧告の手続等） 

第１０条 市長は、法第１６条第３項の規定による勧告をしようとするときは、
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あらかじめ、生駒市景観審議会の意見を聴かなければならない。 

２ 市長は、法第１６条第３項の規定による勧告を受けた者が当該勧告に従わな

いときは、規則で定めるところにより、その旨を公表することができる。この

場合において、市長は、あらかじめ、当該勧告を受けた者に対し、意見を述べ

る機会を与えるとともに、生駒市景観審議会の意見を聴かなければならない。 

（特定届出対象行為） 

第１１条 法第１７条第１項の条例で定める特定届出対象行為は、次に掲げる行

為とする。 

(1) 建築物の新築、増築、改築若しくは移転、外観を変更することとなる修

繕若しくは模様替又は色彩の変更 

(2) 工作物の新設、増築、改築若しくは移転、外観を変更することとなる修

繕若しくは模様替又は色彩の変更 

（変更命令等の手続） 

第１２条 市長は、法第１７条第１項又は第５項の規定により必要な措置をとる

ことを命じようとするときは、あらかじめ、生駒市景観審議会の意見を聴かな

ければならない。 

（行為の完了の届出） 

第１３条 法第１６条第１項又は第２項の規定による届出（同条第１項第１号又

は第２号に掲げる行為に係るものに限る｡)を行った者は、当該届出に係る行為

を完了したときは、遅滞なく、規則で定めるところにより、市長に届け出なけ

ればならない。 

（景観形成基準に係る配慮義務等） 

第１４条 法第１６条第１項又は第２項の規定による届出を要しない場合におい

ても、景観計画の区域内において、同条第１項第１号、第２号若しくは第３号

又は第８条第１項第１号若しくは第２号に掲げる行為をする者は、景観形成基
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準に配慮し、良好な景観の形成を図るために必要な措置を講ずるよう努めなけ

ればならない。 

（既存の建築物等に対する措置の求め） 

第１５条 市長は、景観計画の区域内において、良好な景観の形成を図る上で著

しく支障があると認める建築物又は第８条第７項第５号に規定する規則で定め

る工作物を所有し、又は管理する者に対し、景観形成基準に配慮し、良好な景

観の形成を図るために必要な措置を講ずるよう求めることができる。 

（景観への理解を深めるための施策等） 

第１６条 市は、市民、事業者及び民間団体が、良好な景観の形成について理解

を深めるとともに、良好な景観の形成に関する取組を積極的に進めることがで

きるよう、良好な景観の形成に関する知識の普及、学習の支援、顕彰その他の

必要な施策を実施するものとする。 

２ 市は、市、市民、事業者及び民間団体が、連携し、又は協働して、良好な景

観の形成を推進することができるよう、相互の交流の機会の提供その他の必要

な施策を実施するものとする。 

（景観審議会） 

第１７条 この条例の規定によりその権限に属することとされた事項のほか、市

長の諮問に応じ、良好な景観の形成に関する重要な事項を調査審議するため、

生駒市景観審議会（以下「審議会」という｡)を置く。 

２ 審議会は、委員１０人以内をもって組織する。 

３ 委員は、学識経験のある者その他市長が必要と認める者のうちから市長が委

嘱する。 

４ 委員の任期は、２年とする。ただし、再任されることを妨げない。 

５ 委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

６ 審議会は、必要があると認めるときは、部会を置くことができる。 
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７ 審議会は、第９条第２項、第１０条及び第１２条の規定によりその権限に属

することとされた事項については、これらを専門に調査審議する部会の決議を

もって審議会の決議とすることができる。 

８ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規

則で定める。 

（委任） 

第１８条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２３年１月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という｡)の前日までに、奈良県知事に

法第１６条第１項又は第２項の規定による届出（同条第１項第１号又は第２号

に掲げる行為に係るものに限る｡)を行った者が施行日以後に当該届出に係る行

為を完了したときは、当該届出を行った者は、遅滞なく、規則で定めるところ

により、市長に届け出なければならない。 
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議案第 81 号 

 

生駒市火災予防条例の一部を改正する条例の制定について 

 

上記の議案を提出する。 

 

平成２２年１２月７日 

                       生駒市長 山 下  真 

 

生駒市火災予防条例の一部を改正する条例 

生駒市火災予防条例（昭和３７年３月生駒市条例第７号）の一部を次のように

改正する。 

第２９条の５に次の１号を加える。 

(6) 第２９条の３第１項各号又は前条第１項に掲げる住宅の部分に複合型居

住施設用自動火災報知設備を複合型居住施設における必要とされる防火安全

性能を有する消防の用に供する設備等に関する省令（平成２２年総務省令第

７号）第３条第２項に定める技術上の基準に従い、又は当該技術上の基準の

例により設置したとき。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第 82 号 

 

生駒市中央公民館南別館の指定管理者の指定について 

 

下記のとおり地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の

規定による指定管理者の指定を行うことについて、同項の規定により、議会の議

決を求める。 

記 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

生駒市中央公民館南別館 

２ 指定管理者となる団体の名称及び主たる事務所の所在地 

南別館管理組合 

生駒市藤尾町３００番地 

３ 指定の期間 

平成２３年４月１日から平成２８年３月３１日まで 

 

平成２２年１２月７日提出 

 

                     生駒市長 山 下   真 
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議案第 83 号 

 

生駒市福祉センターの指定管理者の指定について 

 

下記のとおり地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の

規定による指定管理者の指定を行うことについて、同項の規定により、議会の議

決を求める。 

記 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

生駒市福祉センター 

２ 指定管理者となる団体の名称及び主たる事務所の所在地 

社会福祉法人 生駒市社会福祉協議会 

生駒市元町１丁目６番１２号 

３ 指定の期間 

平成２３年４月１日から平成２８年３月３１日まで 

 

平成２２年１２月７日提出 

 

                     生駒市長 山 下   真 

 

-57-



議案第 84 号 

 

生駒市デイサービスセンター幸楽の指定管理者の指定について 

 

下記のとおり地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の

規定による指定管理者の指定を行うことについて、同項の規定により、議会の議

決を求める。 

記 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

生駒市デイサービスセンター幸楽 

２ 指定管理者となる団体の名称及び主たる事務所の所在地 

社会福祉法人 生駒市社会福祉協議会 

生駒市元町１丁目６番１２号 

３ 指定の期間 

平成２３年４月１日から平成２８年３月３１日まで 

 

平成２２年１２月７日提出 

 

                     生駒市長 山 下   真 
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議案第 85 号 

 

生駒市デイサービスセンター寿楽の指定管理者の指定について 

 

下記のとおり地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の

規定による指定管理者の指定を行うことについて、同項の規定により、議会の議

決を求める。 

記 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

生駒市デイサービスセンター寿楽 

２ 指定管理者となる団体の名称及び主たる事務所の所在地 

社会福祉法人 宝山寺福祉事業団 

生駒市元町２丁目１４番８号 

３ 指定の期間 

平成２３年４月１日から平成２８年３月３１日まで 

 

平成２２年１２月７日提出 

 

                     生駒市長 山 下   真 
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議案第 86 号 

 

生駒市立老人憩の家の指定管理者の指定について 

 

下記のとおり地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の

規定による指定管理者の指定を行うことについて、同項の規定により、議会の議

決を求める。 

記 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

生駒市立老人憩の家 

２ 指定管理者となる団体の名称及び主たる事務所の所在地 

社会福祉法人 宝山寺福祉事業団 

生駒市元町２丁目１４番８号 

３ 指定の期間 

平成２３年４月１日から平成２８年３月３１日まで 

 

平成２２年１２月７日提出 

 

                     生駒市長 山 下   真 
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議案第 87 号 

 

ＲＡＫＵ―ＲＡＫＵはうすの指定管理者の指定について 

 

下記のとおり地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の

規定による指定管理者の指定を行うことについて、同項の規定により、議会の議

決を求める。 

記 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

ＲＡＫＵ―ＲＡＫＵはうす 

２ 指定管理者となる団体の名称及び主たる事務所の所在地 

近鉄ビルサービス株式会社 

大阪府大阪市天王寺区上本町６丁目５番１３号 

３ 指定の期間 

平成２３年４月１日から平成２８年３月３１日まで 

 

平成２２年１２月７日提出 

 

                     生駒市長 山 下   真 
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議案第 88 号 

 

やすらぎの杜 優楽の指定管理者の指定について 

 

下記のとおり地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の

規定による指定管理者の指定を行うことについて、同項の規定により、議会の議

決を求める。 

記 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

やすらぎの杜 優楽 

２ 指定管理者となる団体の名称及び主たる事務所の所在地 

医療法人 仁悠会 

大阪府堺市北区東三国ヶ丘町４丁１番２５号 

３ 指定の期間 

平成２３年４月１日から平成３３年３月３１日まで 

 

平成２２年１２月７日提出 

 

                     生駒市長 山 下   真 
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議案第 89 号 

 

生駒駅前自転車駐車場等の指定管理者の指定について 

 

下記のとおり地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の

規定による指定管理者の指定を行うことについて、同項の規定により、議会の議

決を求める。 

記 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

生駒駅前自転車駐車場、生駒駅前第２自転車駐車場及び生駒駅南自転車駐車

場 

２ 指定管理者となる団体の名称及び主たる事務所の所在地 

社団法人 生駒市シルバー人材センター 

生駒市東新町８番３８号 

３ 指定の期間 

平成２３年４月１日から平成２８年３月３１日まで 

 

平成２２年１２月７日提出 

 

                     生駒市長 山 下   真 
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議案第 90 号 

 

生駒駅南自動車駐車場及び生駒駅北地下自動車駐車場の指定管理者 

の指定について 

 

下記のとおり地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の

規定による指定管理者の指定を行うことについて、同項の規定により、議会の議

決を求める。 

記 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

生駒駅南自動車駐車場及び生駒駅北地下自動車駐車場 

２ 指定管理者となる団体の名称及び主たる事務所の所在地 

近鉄ビルサービス株式会社 

大阪府大阪市天王寺区上本町６丁目５番１３号 

３ 指定の期間 

平成２３年４月１日から平成２８年３月３１日まで 

 

平成２２年１２月７日提出 

 

                     生駒市長 山 下   真 
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議案第 91 号 

 

市道路線の認定について 

 

市道路線を次のとおり認定したいから、道路法（昭和２７年法律第１８０号）

第８条第２項の規定により、議会の議決を求める。 

 

整理 起        点 

番号 
路    線    名 

終        点 

１ 東生駒南６２号線 
東生駒３丁目３９８番３４６先 

東生駒３丁目３９８番３６３先 

２ 東生駒南第１歩行者道 
東生駒３丁目３９８番３５６先 

東生駒３丁目３９８番３５５先 

３ 鹿ノ台西４６号線 
鹿ノ台西１丁目１番６４先 

鹿ノ台西１丁目１番６５先 

４ 鹿ノ台南２８号線 
鹿ノ台南１丁目８番３７先 

鹿ノ台南１丁目８番１先 

５ 鹿ノ台南２９号線 
鹿ノ台南１丁目８番５２先 

鹿ノ台南１丁目８番２７先 

６ 鹿ノ台南３０号線 
鹿ノ台南１丁目８番１先 

鹿ノ台南１丁目８番４８先 

 

平成２２年１２月７日提出 

                       生駒市長 山 下  真   
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議案第 92 号 

 

生駒市公平委員会委員の選任について 

 

生駒市公平委員会の委員に下記の者を選任したいから、地方公務員法（昭和２

５年法律第２６１号）第９条の２第２項の規定により、議会の同意を求める。 

記 

住  所  生駒市●●●●●●●●● 

氏  名  吉 田 豊 彦 

生年月日  昭和●●年●月●●日 

 

住  所  生駒市●●●●●●●● 

氏  名  三 野 文 男 

生年月日  昭和●●年●月●日 

 

平成２２年１２月７日提出 

                       生駒市長 山 下  真   
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